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1.本 稿 の課 題
本稿 は、1970年代後 半以降の高校教育改革論 の変遷 を整理 して、今 日の高校教育改革の位置 と性
格 を明 らかにす るとともに、地方 での展開動 向にも触れ なが ら、現在 の高校教育政策の課題 を指摘
す ることを 目的 とす る。
戦後教 育改革 によって、戦前の複線型学校 体系 は単線型学校体系に改 め られた。いわゆる6・3・
3制が採用 され、新制高等学校 は単線型学校体系 を構成す るもの として設置 され た。 当初文部省 は
青年学校 を定時制に転換 し、選抜的な 「通常課程」(全日制)と 区別す る とい う考 えをもっていたた
めCIEと対立 したが、結局CIEの要求が通 り、各課程の教育 の同等性 を前提 とした統一的高校教育の
制度理念 が形成 された(1)。
単線型学校体系における統一的な後期 中等教育機 関 とい う性格 は、今 日の高校 において も変わ ら
ないが、学校教育法が成立 し、高等学校が規 定 された1947年か ら現在 に至 る約60年間において、高
校教育政策 は社会 とともに変化 を遂 げてい る。新制高校 は当初、小学 区制(希望者全入制)、総合制、
男女共学のいわゆる高校三原則 を理念 に普及 を図ったが、特 に前二者 は十分に定着す ることな く、
1950年代後 半以降は多 くの県で小学 区制が転換 されてい く。逆に1960年代には、周知の よ うに高校
教育の多様化政策が提起 され るよ うにな る。
しか し、産業人材 の育成 とい う観点か らの上 か らの多様化政策 は、政府 ・産業界の 目論見 に反 し
て国民に十分受 け入れ られ ることとはな らなかった。その後1970年代 中頃に高校進 学率 が90%を越 え、
ほ とん どの子 どもが高校 に進 学す るよ うになる と、む しろよ り多 くの高校が偏差値序列化 に巻 き込
まれ、普通科志 向が拡大 してい く(2)。これ は当時の企業社会の形成 を背景に してお り、そ こでの高
校 の編成 の論理は、 「一元的能力主義」 と把握 され てい る(3)。進学率が高まるとともに競争 の性質
も、抑圧 的なもの となっていった と言われ る(4)。
こ うして高度経済成長期 を通 じて、学校 の序列化 と能力主義 的な選抜 システムが形成 されていき、
その弊害を緩和 してい く方策が模索 されてい くこ ととなる。それが今 日の高校教育改革につ なが る
高校教育多様化政策 である。
多様化政策 は1960年代 か ら提起 されてきた。 しか し、同 じく多様化 を理念 とす る今 日の高校教育
改革は、 このよ うな高度経済成長期 を経て形成 された選抜 システムの見直 しに関わって開始 された
ものであ り、1960年代多様化政策 とは段階 も課題 も異な るもの とい える。したがって、本稿 では1970
年代後半以降の高校教育改革政策 について検討 を加 えることとす る。
この間の高校教育改革 の多様化理念 を最 もよ く示す政策手段は、単位 制、総合学科、中高一貫教
育、総合選択制 といった新 しい制度 であろ う。 これ らは1980年代か ら90年代にかけて制度化 され、
新 しいタイプの高校 として設置 され てい く。現時点で総合学科、単位制、 中高一貫教育校 の数はそ
れぞれ、298校(2006年度)、738校(同、総合学科 を含む)、257校(2007年度)で ある(5)。この3
つ の新 しいタイプの高校 は、全 国の高校総数5570校(2006年度、 うち併置校742校)の2割に近い と
推計 され、現在まで一定 のペースで増加 をしてきてい る。 これに加 え、特色ある学科や コ0ス の開
発、カ リキュラム改革 、入試 制度や通学区制度 を多様化 ・柔軟化す る改革 も各都道府 県で幅広 く推
進 されている。 この他 に、必ず しも多様化政策 とは言えないが、インター ンシ ップやキャ リア教育
な どの新 しい教育実践 の導入、高大連携 も進 め られている。国が進 める高校教育改革政策 はけっ し
て部分的な ものにとどまっているのではな く、高校教育全体 に及 んでい るといえる。
高校教 育改革の評価 については、各 タイプの高校や学科、カ リキュラム と教育実践、入試等の制
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度改革の成果 と課題 を1つ1つ 丁寧 に検証 してい くとい う個別分析作業が重要 であるが、一方では
高校教育改革 の変化 を総括 してい く作業 も求め られ よ う。高校教育のあ り方は、時代 ごとの社会経
済状況 も大 き く作用 してお り、それ を本格 的に検討す ることは難 しい。そ こで、本稿では この間の
高校教育改革 に関する政策の推移 を整理 し、1980年代末 か ら大き く動 き出 したわが国高校教育改革
の現段階の性格把握 を試みたい。 その際、個 々の施策 の集合 といった意味での政策ではな く、その
時代の枠組み レベル の政策 とその論理(政 策論理)に 注 目したい。個 々の政策 を規定 している論理




今 日の高校教育改革政策 を多様化政策 ととらえ、単位制 、総合 学科 、中高一貫教育、総合選択制
とい った新 しい タイプの高校 の設置 をその代表的な政策 ツール としてみ ると、政策の起点は、1970
年代後半の都道府 県教育長協議会高校問題 プロジェク トチームの検討 に置 くことがで きる。
1966年の中教審答 申 『後期中等教育の拡充整備 について』 においても6年 制 中等教育機i関の創設
が提言 され てお り、1971年中教審答 申 『今後 にお ける学校教育の総合的な拡充整備のための基本的
施策 について』 においても中高一貫教育や コ0ス の多様化 が取 り上げ られていた。 しか し、1966年
答 申では、高度成長 による産業近代化 を背景 に した後期 中等教育の整備拡充、 とりわけ職業教育の
拡充 を主要 な課題 とす るものであった。全 日制高校進 学率 が約60%の当時、それ以外の青年 の半数
は定時制高校や各種学校 な どに進学 して教育訓練の機会 を得ていたが、残 りの半数は 中卒のまま仕
事 に就 いてお り、また高校進 学者 に して も多 くが適切 な職業教育、技能教育を受 けることな く社会
に出て行 くことが問題 とされていた。これ に対 して、「生徒 の適性 ・能力 ・進路に対応す るとともに、
職種の専門的分化 と新 しい分野の人材需要に即応す るよ うに」、高校 の学科等 の教育内容 ・方法 を改
善す る必要 があるとしてい る。つ ま り、産業人材の需要 に応 じて学科配置 を行 い、生徒 を配分 して
い くとい うものであ り、人材 需要型多様化論 とい うことができよ う。
1971年答 申にな ると、今 日の学校教育が 「量 の増大に伴 う質の変化 にいかに対応す るか とい う問
題」 に直面 してい るとい う課題意識 が現れ る。
義務教育 が9年 とな り、80%をこえる者 が高等学校へ進学 している現状か らみ ると、各学校の
段階 ごとに完結 した教育を行お うとす る考 え方 よ りは、それぞれ の段階の特質 に応 じた教育課
程を積み重ね ることによって、全体 として教育効果 が高ま るよ うな一貫性 をい っそ う重視すべ
きてある。
この よ うな認識 を示 して、高校教育 の多様化 を進 め、コ0ス の多様化 と同時に、「個人の可能性 の
発揮 と志望 の変化に応 じてコースの転換 を容易 に し、 さま ざまな コー スか らの進学の機会 を確保す
るこ と」、「ふ くろ小路」が生 じない よ うにす ることを提案 している。ここでは、人材需要論 は消 え、
「生徒の能力 ・適性 ・希望」な どの多様 な分化 に応 じて高校教育を多様化す ることを求めるよ うに
なっている。
1966年答 申 と1971年答 申では明 らかに論調 は変化 している。 しか し、1971年答 申は、具体的な制
度改革案 を提示 しているわけではな く、 コースの多様化 とい う教育改革の推進方 向を示 したに とど
まっていた。 この後 、高校進 学率は90%を越 えるが、具体的な多様化方策は国か らは出 されず、現
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場 をもつ地方 の側 か ら提案が出 され ることになる。それ を実際に検討 、提案 し、取 りま とめたのが、
都道府県教育長協議会高校 問題 プロジェク トチームであった。1979年に出された同チームの報告書(6)
は、類型制 ・自由選択制、習熟度別指導、体験的な学習、そ して新 しい タイプの高校のモデル を提
案 している。新 しいタイ プの高校モデル とは、単位 制高校、集合型選択制高校 、全寮制高校 、単位
制職業科 高校、6年 制高校(中 高一貫教育)、地域 に開かれた高校の6つ である。
この報告書 は、次のよ うな高校認識 を示 してい る。
高等学校 は一部の選 ばれた者 を対象 とした教育機 関であるとす るかつての認識か ら脱皮 して、
この際発想 を転換 し新 しい役割や機 能、また、それ にふ さわ しい施設、更には、生涯教育 との
関連 な どか ら、そのあるべき姿 を追求 して新 しいタイ プの高等学校 を志向 し、真 の国民的教育
機 関 としてい くことが必要である。
高校進 学率が90%を越 え 「多様 な生徒」が高校 に進学す るよ うになったこと、その一方で受験進学
競争 に多 くの生徒が巻 き込まれていることか ら、同報告書 は 「生徒 の実態」に即 した適切 な指導 を
行 うために高校教育の柔軟化 ・多様化が必要であるとす る。
この よ うに1970年代 に入 って、高校教育改革政策は人材需要 を直接 に反映 させ よ うとす る論理か
ら、 ほとん どすべての子 どもが通 う国民教育機 関 として高校 を捉 え、 「個人 の特性 」(1971年答 申)
に応 じた高校教育を生みだすための多様化 の論理 に転換 した。それ が明確 に され たのは、1970年代
後半の都道府県教育長協議会高校 問題プ ロジェク トチームの報告においてであった。同チー ム報告
書 で示 され た政策ツール(新 しいタイプの高校)は 、その後のわが国高校教育改革策に取 り入れ ら
れ、実現 されてい く。1970年代後 半を今 日の高校教育改革 にっながる政策的起点 としてお くこ とが
できる。
(2)「多元的で柔軟な教育システム」-1990年代半ばまで一
1970年代 半ばの高校教育改革政策 の論理転換 は、社会経済的背景 との関係 がある。わが国経済は
1960年代 か ら70年代 にかけて大き く成長 を遂 げ、国民の生活水準 も急速 に上昇 したが、同時に大型
公共投資へ の依存経 済 と企業依存型社会福利 システムが生 まれ、独特 の 日本 的経営 と日本型企業社
会 が形成 された(7)。先 に触れた 「一元的能力主義」 と受験競争型 中等教育の出現 は、こ うした社 会
経済システムの形成 と不可分である。高い経済成長が もた らされたが、国民生活 の公共的な保障シ
ステムは十分 には発達せず、また高等教育機 関の設置が抑制的であったこともあって、いかなる教
育機 会を獲得 できるかが個々人の生活 と人生に とって大きな意味を もっ よ うになった。 このため進
学機 会をめ ぐる競争 は激 しい もの とな り、子 ども と保護者 に大 きなス トレスを もた らした。 問題 は
社会経済システムにあっ として も、教育にかかる大 きな圧力 に対処す ることが政策 には求め られた
のである。
「多様 な生徒」の実態 と学校 の序列化への対処 を課題 として1970年代後半に形成 された高校教育
改革の政策論理は、1980年代以降の高校教 育改革政策 の基調 となってい く。
1980年代 において大 がか りな議論 を行った臨時教育審議会は、今 日の規制緩和政策の源流的位 置
にあるもの と見 られるが、「自由化」論 を貫徹で きず 「個性重視 の原則 」をその基本理念 とす るこ と
となった。 臨教審第一次答 申では、高校教育改革の方策 として 中高一貫教育や単位 制高校 の提案が
盛 り込まれ てい る。しか しこれは 「受験競争過熱 の是正」のためとい う枠組みの中で打ち出 された。
1991年中教審答 申 『新 しい時代 に対応 す る教育の諸制度 の改革について』は、新 しいタイ プの高
校や総合 的な新学科 を導入 し、生涯学習の視点 を踏まえた 「多元的で柔軟な教育 システム」 を創 る
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こと、学校主体の取 り組み と 「特色 ある学校づ く り」、入試 改善、単位制 の活用、学校 間連携、学校 ・
学科間の移動 な どを提案 している。 これ も学歴主義、受験競争、画一的な教育、不本意入学 ・中退
の増加 といった問題 の解消 ・緩 和が 目的であ り、今後の高校教育のあ り方 として、「量的拡大 か ら質
的充実へ」、 「形式的平等 か ら実質 的平等へ」、 「偏差値偏重 か ら個性尊重 ・人間性重視へ」 とい う3
つ の点が重視 され るべ きであるとしてい る。 「教育の例外措置」として 「能力の伸長 の著 しい者」に
は大学 レベル の教育研究 に触れ させ る必要がある としてはい るが、 「飛 び級」は否 定 されてい る。
1991年に文部省 に設置 された 「高等学校教育 の改革の推進 に関す る会議」は、1992年か ら1993年
にかけて4次 にわたる報告 を提 出 してい る。学年の区分 によ らない全 日制教育課程、学校 間連携、
専修学校 ・技能審査 の成果の単位認定、高校入学者選抜改善、総合学科の創設 を提案 している。 こ
れ らの改革方策は、上の1991年中教審答 申の提案 をほぼそのまま継承 してい る。
1996年中教審答 申 『21世紀を展望 した我 が国の教育の在 り方について』(第一次)は 「生 きる力」
と 「ゆと り」教育を提起 してお り、教育への圧力の緩和 とい う政策論理 を踏襲 してい る。翌年の第
二次答 申では、学歴偏重社会の是正、過度 の受験競争 の緩和の観 点か ら学校 間接続の改善の必要 を
説 き、高校入学者選抜制度の改善 と中高一貫教育の導入 が提案 され てい る。 国際化、情報化、科学
技術の発展 、高齢化 な どの社会へ の変化 に対応 し、 「個性 的 ・創造的な人材 の育成 」、思いや りや社
会性 ・倫理観 ・正義感等 の 「豊かな人間性 」、 「伝統 ・文化 の尊重」が付 け加 わってい るのが新 しい
点 であるが、やは り 「ゆ とり」の中で 「生きる力」 を育む こ と、形式的平等の重視か ら個性 の尊重
へ といった論理がそれ らよ り上位 に提示 され てい る。
この よ うに1970年代後半以降の高校教育改革政策は、多様化の推進 を唱 えてはい るが、1960年代
の人材配分 的な多様化論 と異な り、学歴偏重 と過度の受験競争の是正 、形式的平等の教育か ら実質
的な平等の教育へ、知識偏重教 育か ら 「ゆ と り」の 中での 「生き る力」の育成へ、 といった教育へ
の圧力の緩和 と子 どもの学びの見直 しが政策論理の基軸 に置かれていた。高校教育多様化 ツールの
代表である総合選択制 、単位 制、総合学科な どはこの論理 に位 置づけ られてお り、選別 的な教育ツ
ール として機能 しうる中高一貫教育 の選択的導入で も、競争型学校 間接続 のあ り方 を見直 し、「子 ど
もた ちの個性 を 『ゆ と り』の中で育む」 ことが 目的 とされ てい る(1997年第二次答 申)。
3.高校教育改革政策の変容一1990年代後半以降一
(1)創造的人材 と豊かな人間性一1997年「教育改革プログラム」一
では現在 の高校教 育改革は、1970年代後半に形成 され た政策論理 をそのまま維持 している と言 え
るであろ うか。本稿 の見解は、少 な くとも国 レベルの政策論理は明 らかに変化 を見せてお り、その
変化の画期 は1990年代後半 にある とい うものである。
1996年12.月に発 足 した第二次橋本龍太郎内閣は、行政改革、財政構造改革、経済構 造改革 、金融
システム改革、社会保 障構造改革 の五大改革 を提唱 し、まもな くこれ に教育改革 を付け加 えて六大
改革 を提 唱 した。 この構造改革の枠組みの中で国の教育政策は急速 に変化 してい く。上で見たよ う
に、1996年中教審答 申は 「ゆと り」 と 「生きる力」 を提 唱 していた。 しか し、それか らほ とん ど問
を置かず して国は異なる方向の教育政策 を打ち出す。1997年の文部省 「教育改革 プログラム」であ
る。同プ ログラムの前書 きは、次 のよ うになってい る。
国民一人一人が将来 に夢や 目標 を抱き、創 造性 とチャ レンジ精神 を存分 に発揮できる社会 を
つ くるためには、あ らゆる社会 システムの基盤 である教育 について、行政改革、経済構造改革、
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金融 システム改革 、社会保 障構造改革、財政構造改革 の5つ の改革 と一体 となって、改革 を実
行する必要がある。
教 育改革 を実行す るに当たっては、我 が国の唯一 の資源 である人材 を育成す るとい う視点 と
同時に、一人一人 の子供 の個性 を尊重 しつつ、正義感 、思いや り、創造性 、国際性 をは ぐくみ、
生涯 にわた りその能力 を最大 限発揮できるよ うにす る とい う視点 が重要である。
ここでは正義感や思 いや りな ど豊 かな人間性 とともに、創造性や 国際性 をもった能力ある人材 の
育成が教育改革の 目的 とされている。過度 の受験競争 の緩和 といった言葉は入試改善の部分 で残 さ
れてはいるものの、プログラムの大 きな枠組み を規定す るものではな くなっている。逆に この文章
の後 には、「経済構造改革 との連携や行政改革及び財政構造改革 の視点に留意」し、また全体 を通 じ
て 「規制 の緩和」を進 めてい くことが必要である とされ てい る。 こ うして国の教育政策 の基調が変
化 し、 これ まで学歴偏重社会 と過度 の受験競争 の是正のための多様化 とい う政策論理の もとに位 置
づ け られてきた高校教育改革政策 も、その性格 を変 えてい くことになる。
(2)受験競争の緩和か ら学力向上へ
構造改革 は中教審 を主 な舞台 として行われ てきた教育政策形成 プロセスに大きな変化 を もた らし、
内閣 ・内閣府 のもとに置 かれた審議会 を通 じて、財 界 と規制改革派経済学者 な どの意向が文部省 の
教育政策 に直接的に影響 を与えるよ うになった(8)。
2001年文科省 「21世紀教育新生 プラン」は、2000年「教育改革国民会議i報告」 を受け、4つ の 目
標 の1つ に 「一人ひ と りの才能を伸 ば し、創造性 に富む人 間を育成す る」 を掲 げてい る。 この 目標
の下位 項 目の筆頭には 「確かな学力 の向上」を据 え、全 国的な学力調査や学力 向上 フロンティア事
業 な どの施策 をあげている。また中高一貫教育 の推進 、スーパー ・サイエ ンス ・ハイスクールやス
ーパー ・イング リッシュ ・ランゲー ジ ・ハイスクール の創設な どの 「多様な個性や能力を存分 に伸
ばす ことのできる教 育システムの整備 」、イ ンター ンシ ップやキャ リア教育の推進、総合学科 の設置
促進な どの 「職業観 、勤労観 を育む教育」、 「大学への17歳入学の促進」 も主要施策 とされ てい る。
1999年中教審答 申 『初等 中等教育 と高等教育 との接続 の改善について』は、既 に大学受験 は 「過
度 の競争 」ではな くなってい るとい う見方を示 してい る。今後の高等教育進 学率 の さらなる上昇の
見込みの もとに、初等 中等教育 と高等教育の接続 を改善 し、学生の大学教育へ の円滑な移行 を図 る
ための方策 を模索する ことが課題 とされている。
この よ うな教育政策枠組みの転換 には、経済 の脱工業化 ・情報化や グローバル化 とい う社会経済
的背景がある。情報化や フ レキシブルな生産体制の進展 によって学校教育に対す る企業の要求は変
化 し、従来 の大衆的な競争的教育システムを通 じて労働市場 に送 り出 されてきた大量の 「水準的労
働力」を必要 としな くなった(9)。それに代 わって 日本企業 は、先端的科学技術者や グローバル企 業
を運営す るエ リー トな ど、創 造的人材の育成 を要求す るよ うになった。抑制 され ていた大学 ・短大
進学率が1990年代の30%から現在 の50%を超 えるまでに上昇 し、高大接続の再構築が学力 問題 とい
う視点か ら課題 とされ るよ うになった。
1990年代後半以降の高校教育改革政策においては、受験競争の加熱や学歴(学 校歴)偏 重 な どは
過去の問題 とされ、学力 の向上を全体的な枠組み とした上 で、特に学力上層 のための教育拡充施策
が新たに付 け加 わってきてい るのが特徴である。今 日の高校教育改革政策は、外形的には以前 と同
じく多様化政策 を維持 してい るが、「ゆと り」教育か ら学力 向上政策へ とい う教育政策枠組み の転換





それでは、地方において高校教育改革は どのよ うに進 め られたのであろ うか。地方の高校教育改
革政策は、国の動向のみ で決ま るのではな く、社会 と了 どもの現実に規定 され て しか実施す るこ と
はで きない。 また地域事情 によってその施策 の内容やプロセス も変 わって くる。
1990年代 半ばまでの高校教育改革 について検討 したい くつかの研究 は、それ が課題 とした学校間
格差や受験競争の緩和 とい う成果 をあげ ることに成功 していない と評価 している。菊地栄治 は、総
合選択制や単位 制、総合学科に よって一部の高校は 「活性化」 した と評価 しつつ も、それ らは 「生
き残 り戦略」(10)として導入 されてい ると捉 えている。高校教育改革 は公立進 学校や私立高校 を除い
た部分で行 われ るに とどま り、全体構造の硬直性は変わ らない と述べ る(11)。
わが国高校教育における トラッキングが弛緩 してい るのではないか とい う仮説 をもとに、1979年
に実施 したの と同 じ調査 を1997年に実施 して比較 した樋 田大二郎 らの研究 も、 トラ ッキ ングの弛緩
とい う明瞭な結果を得 るこ とはできなかった としてい る(12)。む しろ樋 田や耳塚寛明は、多様化 を理
念 とす る高校教育改革政策 に対 して、国民統合や社会性 の育成 とい う観点か らの戸惑いが学校現場
では生まれ てい ると見てい る ㈹。
また橋本健二は、総合学科の導入 な どに よって 「枠付 けの緩和 と進路分化 時期 の遅延 」が高校間
の序列 ・格差 の縮小につ なが るな らば、 これ までの高校教育改革の方 向は間違 っていない とす る。
しか し、現実には 「個性 的な高校 ・学科」の設置や 「高校入試の個性化 ・多様化」、選抜 的な入試 制
度 な ど、それ とは正反対 の効果 をもつ改革政策 が依然 として継続 され てお り、高校間の序列 ・格差
の緩和 とい う改革 目標 が効果的には実現 され ていない と捉 えてい る(14)。
つま り、1970年代後 半を起点 として形成 され 、1990年代半ばまで推進 されてきた高校教育改革政
策 は、「多様な生徒」に対処 し、学校 間序列や受験競争 の弊害 を緩和す る とい う当初の 目的に照 らし
て必ず しも成果 をあげていない とい う評価 が、立場 が異な る複数 の研 究か ら出 されているのである。
そ して本稿 も、わが国高校教育改革政策がむ しろ当初 の 目的 を後景 に退 け、1990年代後半にある変
容 を遂げた ことを指摘 した。
(2)大学進学競争の進展
地方の実態 を見 ると、受験競争の弊害の緩和、「多様 な生徒 」への対応 を政策理念 として掲げ、多
様化 を 目指 した1980年代以降の高校教育改革 の背後で実際には、それ と異な る動 きが生 じていた。
1つは、1980年代後 半か ら全 国的に特色ある学校づ く りが推進 され る一方で、同時に大学進学率
向上対策事業 が半数 以上 の県で取 り組まれ、また県 レベル の事業な らず とも進学講習が多 くの高校
で実施 され るよ うになった ことである。特に高等教育機 関が相対的に少ない地方県で大学進学率向
上事業が多 く見 られる ㈹ 。
この背景 には、大企業 が生産拠点 の地域分散 ・海外移転 を進めなが ら、パ0ト ・派遣労働者な ど
外部市場 的労働 力を導入 し、正規従業員のホワイ トカラー化 と高学歴化 を図った とい う労働市場の
変化がある。高卒就職者 につ いては、高度成長期 には大都市部の大企業 に多数 が流 出 していたのが、
1980年代 以降は就職す る企業は小規模化 し、県外就職 率 も全国平均 で30%台に上 っていたのが20%
台前半に低 下 した。 また専門学校 の創 設 も与って、高卒就職者 の地位 が低下す るこ ととなった ㈹ 。
高卒就職者 の比率は年 々低下 し、現在 では全国平均 で10%台後 半にある(17)。高等教育機 関へ の進学
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は今 日標 準的な学歴水準 となってお り(18)、高等教育機関への進学は切実 な要求 となってい る。特に
地方県では、高等教 育機 関が少 な く、大学進学率が大都市部 に比べて低い。 また大都 市部 と非大都
市部の間の所得格差 もあ り、地方 の高卒者 と家庭 にとって大学進 学は容易な らざる課題 となった。
そこで進学率 を引き上げるための学力対策 が各県で取 り組 まれ るよ うになったのである。
も う1つ は、上の ことか ら分かるよ うに、大都市部で も高等教育機 関への進学率のア ップが従来
以上 に高校教育のあ り方 を左右す る重い課題 とされ るよ うになった ことであ る。東京圏や 関西圏な
どでは、私立 の中高一貫教育校 が台頭 した ことによって、公立進 学校 の進学実績 の相対的な低迷が
生 じ、公 立高校の進学実績の回復 が取 り組 まれ るよ うになった。
東京都 では、1990年代 半ばか ら高校再編計画 を検討、策定 し、実施 に移 してきてい る。計画 は2011
年 を完成年度 としてお り、都立高校181校は、中高一貫教育校 、進学重点普通科校 、エ ンカ レッジス
クール、新 しい タイプの専門高校 、単位 制高校 、総合 学科高校、チャ レンジスク0ル 、昼夜 間定時
制高校 、昼 間定時 ・夜 間定時制 な どに分化 されてい く ㈹ 。この高校分化 の重要な特徴は、学ぶ領域 ・
内容が異なる とい う横並び的分化 の論理だけでな く、進学重点校 の指定 に顕著 に表れているよ うに
学力差を前提 とした縦並び的な分化 の論理 が取 り入れ られ てい る点である。
中高一貫教育の設置 について も、「都立高校改革推進 計画 新たな実施計画」(2002年)は、「東京
には、私立の事実上の中高一貫教育校が多数設置 されてお り、進 学、生活指導 、部活動等 に顕著な
実績 を上げています」 と述べて、私立 中高一貫教育校 への対抗 をその理 由としてあげている。 中等
教育学校 ・併設型中高一貫教育校 の教育 目標 は、教養 の獲得や個性 と創 造性 、 日本人 としてのアイ
デ ンテ ィティを身に付 けることとされ、進 学教育 とは され ていないが、連携型 中高一貫教育校 にっ
いては 「学習面でのつ まず きを生 じた高校 生に対 して、中学校段 階に立 ちかえった教育を行 うこ と
を可能 とします」 と説 明す る。 ここにも縦並び的な学力分化の論理 が見 られ る。
高校教 育多様化策 の1つ である単位 制の定時制通信制 での導入 は1988年、全 日制での導入 は1993
年で あった。総合学科 の制度化 は1994年、中高一貫教育の制度化 は1999年である。1990年代 にはま
だ新 しいタイ プの高校 はそれほ ど多 くな く、各地の高校再編計画の中でこれ らが普及 してい くのは
1990年代末 か らであった。1970年代後半に形成 された高校教育改革政策の具体化 には長 い時間がか
かっている。
その間に社会経済状況や国の教育政策の大きな枠組 みは変化 していった。1980年代後半か ら1990
年代 にかけて、学歴偏重 の緩 和 とい う政策論理 とは整合 しない取 り組みが行 われ、1990年代後半に
は受験競争 の緩和 とい う課題 自体 が基本的な問題認識枠組みか らはず され るよ うにな る。社会の階
層分化 を基礎 に置いた住民各層 の進学要求が作動 し、そ こに少子化 と財政難 が加 わることで各地で
高校生き残 り競争が生まれ るよ うになった(20)。
この よ うに地域の現実 は、国が進 めよ うとした高校教育改革の当初 の政策論理 と常に乖離 して き
た と言える。そ してむ しろ1990年代後半か らの高校教育改革政策の論理転換 は、地方の階層的な高
校再編の現実 に追いっ くこ とを意 味 した とさえ見 られ るのである。
(3)高校教育改革の重層構造とその課題
飯 田浩之は、1970年代後半か らの高校教育改革の特質 を トラックの不可視化 ・不活 性化 と捉 える。
バ0ン スタイ ンの提示 した 「類別」(classification)と「枠付け」(framing)とい う知識伝達原理
概念 を用い、1970年代 半ばを画期 としてわが国高校教育改革は これ らの強化 か ら緩和へ と施策 を転
換 させた と見 てい る。 しか し、転換後の高校改革はけっ して学校 間格差 を 「縮小」 しよ うとす るも
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のではな く、あ くまでも 「格差の弊害」 を除去 しよ うとしたものにす ぎなかった指摘す る。 さらに
当初の改革論 に、臨時教育審議会 の 「個性重視 の原則 」やその後の 自由主義的教育改革の 「特色あ
る学校 づ く り」が加 わる過程で、高校改革は個 々の学校 において取 り組まれ るもの とされ てい く。
その結果 、高校改革はシステム ・構造 とい う視座 を失い、もはや 「格差の弊害」 に対応す るもので
す らな くなってい るとい う(21)。飯 田は特 に政策論 を具体的に展 開 しているわ けではないが、この把
握 は本稿 の高校教育改革政策の整理 と合致 してい るといえよ う。
高校 教育改革 を主導 してきた理念 である多様化は、「多様な生徒」に対応す るとい う論理 で正 当化
されている。 しか し、1990年代 半ばの高校教育改革政策 の論理転換 は、現代社会 の新たな階層分化
に根拠を もってい る。多様化 とい う概念 は、学校序列の緩和 をもた らす もの としてもちこまれ たが、
社会の階層格差 に対 しても親 和的である。
近年の社会格差 と貧 困の拡大の中で、就 学援助 を受ける家庭や経済的理 由による高校 中退 が増 え
てい る。子 どもの学力格差 も、家庭の所得格差 と相 関 してい るとい うデー タも種々出 されてい る(22)。
しか し、近年の階層的な高校再編の論理 では、格差 と貧 困の拡大に対処す ることは難 しいであろ う。
ただ し、1990年代後 半か らの政策転換に よって高校教育改革の内実 がすべて一変 して しまった と
までもいえないのではなかろ うか。た とえ 「生 き残 り」ではあれ単位制や総合学科の 「活 性化」 と
い う現象 を菊地栄治が評価 していたよ うに、地域の高校教育の実態 は必ず しも構造改革期以 降の階
層的高校再編 の論理 のみ で塗 りつぶ して捉 え られ るわけでもない。 階層的再編 の論理 を大枠 としな
が らも、総合学科や連携型 中高一貫教育 な ど転換前 の 「ゆ とり」教育型 ツ0ル も一定機能 してお り、
困難 を抱 える定時制の再構築の取 り組みな ど階層的再編 に対抗す る動 きも生みだ されている。総合
学科連携型 中高一貫教育 も階層 的高校再編 を機能 させ るために活用 され、結 局は階層化 の論理 に組
み込まれて しま うことにな りかねないが、少 な くともそ こには両義性 が存在 してい る点は見逃 して
はな らない。ここでは具体的な事例 をあげて論 じる余裕 がないが(23)、今 日の高校教育改革は、複数
の政策論理 と潮流が併存 している状態 にあ り、重層的な構造 を有 してい るもの と捉 え られ る。 よっ
て今後の高校教育改革 の展望は、結果的に重層化 して現存 してい る諸 ツ0ル をいかに活用 してい く
かに左右 され る。
5.お わ りに
すでに指摘 した よ うに、高度経済成長 を通 じてわが国には大型公共投資への依存経済 と企業依存
型社会福利 システムが作 り出 され 、社会保 障 ・福祉 における国家の役割は弱い ものにとどまる傾 向
があった(24)。高等教育機 会に しても、社会福祉 に して も私費(家 計)負 担の 占め る割合が西欧諸国
に比べて非 常に高い とい う特徴 がある(25)。そのため教育は、人々に とって社会 的地位 達成 の手段 と
して重い意 味をもつ もの となっている。とりわけ格差 と貧困の拡大が大きな社会的課題 とす る今 日、
こうした社会 システムの見直 しが求 め られている。
今 日の高校教育改革政策は階層 的編成の論理 が大枠 に据 え られているが、上の課題 を踏ま えれ ば、
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